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株式会社ピースリーとの業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、2021 年１月 13 日開催の取締役会において、株式会社ピースリー（本社：東京都千代田区、

代表取締役社長兼 CEO：藤吉英彦、以下「P3」といいます。）との間で、事業の拡大及び拡充を目的とし

た業務提携を行うことについて決議し、本日付で締結いたしましたので下記のとおりお知らせいたしま

す。 

 

記 

 

１．業務提携の理由 

相互の発展のために、建設現場市場に向けたデジタル・サイネージ装置を活用したメディアプラッ

トフォームを実現することを目的として提携を決定いたしました。 

 

２．業務提携の内容 

今回の業務提携により、P3独自の番組配信クラウドネットワークや DOOH（注 1）端末を活用し、当

社が FF&Eレンタル（注 2）で培ったネットワークにより、全国の建設現場市場において全てのサイネ

ージ端末（注 3）と映像配信システムの統合を図ります。 

また、建設現場の仮設事務所内や休憩所・喫煙所に設置された DOOH端末に、建設現場で働く皆様に

とって魅力的な情報・広告コンテンツを配信することにより、これまで訴求が難しかったターゲット

層への広告ビジネスも展開してまいります。 

（注 1）Digital Out of Homeの略称。街中や電車やタクシーなどの公共交通機関に設置されているデ

ジタル・サイネージを活用した広告のこと。 

（注 2）Furniture , Fixtures and Equipment（家具、什器、備品）の略称。 

（注 3）当社及び P3の独自定義により、DOOHだけを目的としない映像端末全般のこと。 

 

  



 

３．業務提携の相手先の概要 

名 称 株式会社ピースリー 

所 在 地 東京都千代田区紀尾井町 4-3 泉館紀尾井町 

代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長兼 CEO 藤吉英彦 

事 業 内 容 プラットフォームの構築とプランニング 

IoT 端末や機器装置の製造販売及びそれを利用したサービス・ソリュー

ションの提供 

資 本 金 438,127 千円 

設 立 年 月 日 1995 年 1 月 26 日 

大 株 主 及 び 持 株 比 率 藤吉 英彦 

 

23.40％ 

WORLD F PTE.LTD. 

 

12.18％ 

株式会社ＮＳＣホールディングス 11.77％ 

寺山 隆一 4.32％ 

前川 昌之 4.24％ 

藤吉 一彦 

 

2.73％ 

玉山 洋祐 

 

1.79％ 

株式会社 SBI 証券 

 

1.71％ 

山田 雄太 1.19％ 

藤吉 友香子 

 

 

1.09％ 

株式会社ピースリーとコーユー

レンティア株式会社との間の関

係 

資本関係、人的関係、取引関係及び関連当事者への該当状況について

は、いずれも該当事項はありません。 
 

株式会社ピースリーの最近 3 年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決 算 期 2018 年 1 月期 2019 年 1 月期 2020 年 1 月期 

純 資 産 1,361,905 千円 1,203,416 千円 1,091,396 千円 

総 資 産 1,617,271 千円 1,347,652 千円 1,166,606 千円 



 

１ 株 当 た り 純 資 産 434.91 円 380.68 円 341.58 円 

売 上 高 1,258,047 千円 694,460 千円 783,417 千円 

営 業 利 益 251,873 千円 △144,783 千円 △103,318 千円 

経 常 利 益 245,273 千円 △146,733 千円 △102,370 千円 

親会社株主に帰属する当期純利益 152,296 千円 △166,197 千円 △122,263 千円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 58.37 円 △52.66 円 △38.65 円 

１ 株 当 た り 配 当 金 － － － 

 

 

４．日程 

（１）取締役会決議日 2021年 1月 13日 

（２）契約締結日 2021年 1月 21日 

（３）事業開始日 未定 

 

５．今後の見通し 

事業の開始時期を含めた詳細な計画については、現在両社で協議中であります。本業務提携が当期の連結

業績に与える影響は軽微と考えますが、今後、適時開示の必要性が生じた場合には、速やかに開示いたしま

す。 

以上 


